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④
経

※「財源内訳」について

１　電話による相談や、面接相談、園巡回教育相談
２　幼児教育研修会①５/１８（水）大学教授による講義　②１０/７（金）授業公開・講義　③１/２４（火)大学教授による講義
３　ことば・聞こえの相談　幼児を対象とした、吃音や構音障害の改善のための支援を行う。
４　幼児の相談室「すまいる」　保護者の抱える幼児の課題について、相談活動を行ったり、集団に適応するためにグループでの活動を行ったりして課題の解決を目指
す。
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関連・類似事業

幼稚園教育要領
保育所保育指針

部課コード 820300 ℡

法定受託＋附加

事業コード
幼児の健やか発達支援事業

平成 28 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

820303

①事務事業名

終了年度 年度

教育センター

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 教育相談

■ □ □

年度

2,100

→ 平成

事業の種別

学校教育節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

急激な社会の変化の中で、子育て不安を感じている保護者が増加している。また、教育現場において幼児期の生活がその後の学校生活に様々
な課題をもたらしているとともに、幼稚園・保育園などでも幼児の対応が課題となってきているため、保護者や幼稚園・保育園指導者に支援が必
要である。

総合計画の体系 章 教育・文化・スポーツ 確かな学力と自立する力の育成

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26 年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

250

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

幼児の保護者と幼稚園教諭、保育士 平成
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保護者との電話相談、面談相談により幼児のより良い発達を促す。また、研修会を開催し、幼児教育に携わる指導者の資質向上を図る。
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90
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90

「実績」
縮小図る

300 ／
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1,100

単位

件
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目標値 1,070

1,000

H28目標値

1,070 1,067

Ｈ 26 Ｈ 27

2,350

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

2002,335

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

その他（　　　　　　　　　　） ）

2,335

0.25 人 2,165

国・県支出金

2,350

一般財源

2,180

回

事業費合計

正規職員人件費 0.25 人

園巡回教育相談 園巡回教育相談回数

幼児教育研修会 研修参加者数

365

人 122 121

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

289

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

面接相談 面接相談回数

％ 達成率 100 107

　 項目名 項目説明

成果指標
相談可能数に対しての対応
件数

継続

幼児の発達に関する相談・支援と未就学児の療育については、平成２９年１月に設置さ
れる「所沢市こどもと福祉の未来館」に移管するが、教育センター相談室との関係につ
いて調整を図っている。

1,000

実 績 1,070 1,067
相談対応件数

目標達成状況
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維持

その
他

拡大 縮小
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今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

終了

次年度予算

理由
・平成２９年１年の「所沢市こどもと福祉の未来館」設置を見据え、業務の精選
を図っていく。

現状
維持

理由

・平成２９年１月開設予定の「所沢市こどもと福祉の未来館」は、幼児の相談すべてを引き継がず、
教育相談室が一部の主訴ケースを担当するため。幼児相談員は、学齢児の相談も数多く担当して
いるため。教育相談室が幼児教育研修会を引き続き所管するが、幼児相談員が担当するため。幼
児相談員が小学校就学に係る相談を担当するため。

拡大 縮小

(2)今後の方向性

平成29年９月以降、「教育センター教育相談室」、「こどもと福祉の未来館」、
「子ども相談センター」の業務を調整する。平成26・27年度の調整会議で決
まった内容の確認と細部にわたる検討を行う。

面接相談では、子どもの行動観察、遊戯療法、諸検査等を行い、保護者により良い関わ
り方を伝えている。複雑なケースは、こども相談センター等の外部機関と連携をとりなが
ら支援を行った。保護者にもペアレントトレーニングを行うなどして、不安解消につなげる
ことができた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

－

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化

所長　米澤　三八子評価日 H28.8.15 評価者職氏名

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

無

無
資料の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態


